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地方自治法 251 条の 5に基づく違法な国の関与（245 条の 7第 1項に基づく申請認容
処分を求める是正の指示）の取消請求事件

事実の概要

　沖縄防衛局（以下「Ａ」）は普天間飛行場の代替
施設設置のため、平成 25年 3月 22日、沖縄県（前）
知事に対し名護市辺野古崎地区隣接水域の公有水
面の埋立ての承認を求めて願書を提出し、同年
12 月 27 日にその承認（以下「本件承認」）を受けた。
　Ａは本件承認後に判明した事情を踏まえ、地盤
改良工事を追加して行うために令和 2年 4 月 21
日付けで、（現）知事（上告人・原告。以下「Ｘ」）
に対し、公有水面埋立法（以下「埋立法」）に基づ
き、埋立地の用途及び設計の概要に係る変更の承
認の申請（以下「本件変更申請」）を行った。Ｘは
令和 3年 11 月 25 日付けで、埋立法 42 条 3項に
おいて準用する同法 13 条ノ 2第 1項ならびに同
法 42 条 3 項において準用する同法 13 条ノ 2 第
2項において準用する同法 4条 1項 1号及び 2号
の各規定（以下「本件各規定」）の要件に適合しな
いこと等を理由に、本件変更申請を承認しない旨
の処分（以下「本件変更不承認」）を行った。
　Ａは本件変更不承認を不服として地方自治法
（以下「地自法」）255 条の 2第 1項 1号に基づき、
令和 3年 12 月 7 日付けで埋立法を所管する大臣
である国土交通大臣（被上告人・被告。以下「Ｙ」）
に対し審査請求を行った。Ｙは令和 4 年 4 月 8
日付けで本件変更不承認を取り消す旨の裁決（以
下「本件裁決」）を行ったが、Ｘは本件裁決後も承

認を行わなかった。Ｙは、これがＸの裁量権の範
囲を逸脱し又はこれを濫用したものであり、「都
道府県の法定受託事務の処理が法令の規定に違反
している」（地自法 245 条の 7第 1項）と認められ
るとして、令和 4年 4 月 28 日付けでＸに対し、
地自法 245 条の 7 第 1 項に基づき本件変更申請
に係る変更の承認（以下「本件変更承認」）をする
よう、是正の指示（以下「本件指示」）を行った。
　Ｘは本件指示を不服として、国地方係争処理委
員会（以下「委員会」）に対し令和 4年 5 月 30 日
付けで地方自治法 250 条の 13 第 1 項に基づく審
査の申出をしたが、同年 8月 19 日付けで本件指
示は違法でないと認める旨の審査の結果の通知を
受けた。
　Ｘはこれを不服として、令和 4年 8月 24 日に
地自法 251 条の 5 第 1 項 1 号に基づいて本件裁
決及び本件指示の取消しの訴え（以下「本件訴え」）
を提起した。Ｘは本件変更申請が本件各規定の要
件に適合しないとした判断は適法で、本件指示は
違法であること等を主張している。
　原判決（福岡高那覇支判令 5・3・16［一審］裁判
所ウェブサイト、LEX/DB25594938）は本件裁決の
取消請求を却下し、是正の指示については、Ｘの
本件変更不承認に係る処分理由等のうち災害防止
要件に適合しないとした部分は裁量権の範囲を逸
脱し又はこれを濫用した違法があるから、これと
同旨の本件指示の理由は正当であり、環境保全要
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件に適合しないとした部分については変更申請に
対する判断として合理性を欠き、裁量権の範囲を
逸脱し又はこれを濫用した違法があるとして、Ｘ
の請求を棄却した。Ｘが上告。

判決の要旨

　上告棄却。
　１　「行政不服審査法は……国民の権利利益の
救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保す
ることを目的とする」。「同法は、52 条 1 項にお
いて、審査請求がされた行政庁（以下「審査庁」
という。）がした裁決は関係行政庁を拘束する旨
を、同条 2項において、申請を棄却した処分が
裁決で取り消された場合には、処分をした行政庁
（以下「処分庁」という。）は、裁決の趣旨に従い、
改めて申請に対する処分をしなければならない旨
を規定して」いる。

　２　「法定受託事務に係る申請を棄却した都道
府県知事の処分について、これを取り消す裁決が
された場合、都道府県知事は、上記裁決の趣旨に
従って、改めて上記申請に対する処分をすべき
義務を負う」。「仮に、上記裁決がされたにもかか
わらず、都道府県知事が上記処分と同一の理由に
基づいて上記申請を認容する処分をしないことが
許されるとすれば、処分の相手方が不安定な状態
に置かれ、紛争の迅速な解決が困難となる事態が
生ずることとなり、上記裁決が国と普通地方公共
団体との間の紛争処理の対象にならないものとさ
れていること（地方自治法 245 条 3 号括弧書き）
に照らしても、相当でない。」

　３　「都道府県知事が上記処分と同一の理由に
基づいて上記申請を認容する処分をしないこと
は、地方自治法 245 条の 7 第 1 項所定の法令の
規定に違反している」。

　４　「本件裁決は本件変更不承認が本件各規定
に違反することを理由として本件変更不承認を取
消したものである」が、Ｘは「本件変更不承認と
同一の理由に基づいて本件変更承認をしないもの
といえるから、そのことは地方自治法 245 条の 7
第 1項所定の法令の規定に違反している」。

　５　「以上のとおりであるから、本件指示は適
法であるとした原審の判断は、結論において是認
することができる。論旨は採用することができな
い。」

判例の解説

　一　取消裁決の拘束力と地自法 245 条 3 号
　　　括弧書き
　国民の

4 4 4

権利利益の救済を目的とする行政不服審
査法（以下「行審法」）7条 2項は、国の機関又は
地方公共団体その他の公共団体がその「固有の資
格」で処分の相手方となる場合についての同法の
不適用を定める。
　本件裁決をめぐっては、そもそも埋立申請者で
ある国の機関Ａが大臣Ｙへの審査請求をなし得る
のかといった問題が端緒となる。ここで「固有の
資格」が否定されることについて国は、公有水面
に対する直接排他的な支配管理の権能が国にある
とする一方で、埋立事業をなし得る地位は私人と
同様であると解する１）。埋立法の解釈、特に国へ
の「承認」と私人への「免許」の異同等を踏まえ
た場合、こうした国の主張には委員会も「疑問」
を呈してはいたが、結果的に「国土交通大臣の判
断が一見明白に不合理であるとまでいうことはで
きない」と判断していた２）。
　Ａが「固有の資格」において処分の相手方にな
れば審査請求はできないが、そうでなければ審査
請求が可能である以上、審査請求に対する裁決は
地自法 245 条 3 号が規定している裁決には当た
らない。こうした「固有の資格」該当性をめぐっ
て最高裁は、地自法 251 条の 5 に基づく違法な
国の関与（裁決）の取消請求についての最判令2・3・
26（民集 74 巻 3 号 471 頁、LEX/DB25570827。以下
「令和 2年最判」）３）において、すでにＡが行審法
7条 2項にいう「固有の資格」において相手方と
なった処分とはいえない旨を判示していた。
　本判決は判決の要旨２で地自法 245 条 3号括弧
書きに触れるが、ここでは処分の要件・効果に限
定して免許・承認後の国と私人との差異を重視し
ない解釈を行う。こうした判断の前提には、埋
立法上の国の位置付けを「捨象」した当該令和 2
年最判があると解される。
　しかし、それでも本件でＡはなぜＹに審査請求
を行い、Ｙはわざわざ本件裁決を行ったうえで（内
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容的には異ならない）本件指示を行ったのかにつ
いての疑問は残る。本件訴えの当事者はＹであり、
Ａは埋立申請者であるから、Ｙは本来最初から本
件指示に進めば足りる。こうしたいわば 2つの
関与を一体化・連結させる狙いは、Ｙが裁決の「形
式的な確定性」を考慮した点、つまりＸによる本
件変更不承認が本件裁決で取り消された以上、Ｘ
は本件変更不承認についての適法性の主張をなし
得ず、委員会も裁判所もＸによる本件変更不承認
が違法であることを前提に本件指示の違法性の有
無を審理することになるため、Ｘの主張の制限と
委員会・裁判所の審理権の制限を見込んだことが
指摘されている４）。
　本判決は、こうしたＹ側の意図を形式的な観点
から追認するが、その反面で原判決は、裁決取消
請求を却下しながらも、是正の指示の取消請求に
おいては是正の指示の目的と法的効果を踏まえ
て、行審法 52 条の裁決の拘束力は及ばないと判
断している。
　Ａが

4 4

「私人
4 4

」として
4 4 4

審査請求を行い、Ｙが裁決
をなすといった本件のようなケースは従前の事案
に比して想定外、あるいは極めて特殊なケースと
考えられるが、取消裁決の拘束力をめぐる問題
について（も）、本判決以前に最高裁はすでに公
有水面埋立承認取消処分取消裁決の取消請求につ
いての最判令 4・12・8（民集 76 巻 7 号 1519 頁、
LEX/DB25572473。以下「令和 4年最判」）において
判断を下していた５）。この令和 4年最判は、地自
法 255 条の 2 第 1 項 1 号の規定による審査請求
に対する裁決について原処分を行った執行機関が
所属する行政主体である県に取消訴訟を提起する
適格がない旨を判示している。令和 4年最判は、
その理由の最初に行審法 52 条 1 項の取消裁決の
拘束力を示しており、本判決がこの判断枠組みを
踏襲したことは明らかである。

　二　本件変更不承認と地自法 245 条の 7
　　　第 1 項違反
　いわゆる「裁定的関与」（地自法 255 条の 2第 1
項 1号）については学説からの批判が強く、かつ
令和 2年最判で問題とされた「固有の資格」をめ
ぐる問題も、裁定的関与の仕組みが法定されるこ
とに起因することが指摘されている６）。その一方
で、原告適格の問題として行政事件訴訟法 9条 1
項の「法律上の利益」の有無を審査することなく、

単に「取消訴訟を提起する資格を有さない」と判
示するのみであった令和 4年最判についても、理
由が不明確で一般的かつ形式的な判示内容が法定
受託事務における裁定的関与の事案一般に及ぶ可
能性が指摘されていた７）。この点で本判決と令和
4年最判については判断枠組みのみならず、とも
に下級審の判断との対照性の点でも軌を一にする
ものといえる。
　辺野古をめぐるこれまでの「是正の指示」に関
する訴訟例としては、最判平 28・12・20（民集
70 巻 9 号 2281 頁、LEX/DB25448341。以下「平成
28 年最判」）がある８）。是正の指示に従わず埋立
承認の取消を取り消さないことの不作為の違法確
認訴訟の上告審であるこの平成 28 年最判におい
て最高裁は、埋立法に基づく知事による埋立ての
承認は法定受託事務であり、埋立承認取消が法令
の規定に違反しているとして是正の指示を行い得
るとする結論を導くにあたり――裁判所による審
理の対象ないし範囲の限定、さらには違法のみな
らず不当な処分への審査のありかたをめぐる判断
については当然に批判もあり得るが、少なくとも
――公有水面埋立事業の知事による承認（埋立法
4条 1項 1号・2号）の当否について実体的な判断
を行っていた９）。
　さらに、最判令 3・7・6（民集 75 巻 7号 3422 頁、
LEX/DB25571629。以下「令和 3年最判」）10）におい
て（も）最高裁は、是正の指示の時点で、沖縄防
衛局が行った漁業法及び水産資源保護法等の関係
法令である沖縄県漁業調整規則 41 条に基づく特
別採捕許可の申請内容に知事が必要性を認めるこ
とができないと判断したことについて（同じく内
容については当然に批判もあるが、少なくとも）裁
量権の範囲の逸脱又はその濫用が認められるとす
る実体的な判断を示していた。
　しかし本判決では、判決の要旨１・２を踏まえ
た判決の要旨３・４で示される次元での「理由」
をもって判決の要旨５で原判決の「論旨は採用す
ることができない」と帰結するのみである。
　是正の指示についてはそもそもその特殊性か
ら、大臣の政策的専門的判断を要するとしても裁
量行為ではなく、知事の処分が違法である場合に
限って是正の指示が適法となる「非裁量行為」と
解され、是正の指示の取消訴訟では是正の指示そ
のものの適法性（違法性）を判断代置で全面的審
査する必要性が説かれる 11）。また知事の裁量権
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を無視した是正の指示は「過度に厳しい関与とし
て違法」となり、委員会や裁判所は「関与の限界」
について厳格な審査を行うべきとされる 12）。
　原判決は「是正の指示」に関する前記先例にそっ
て、Ｘの本件変更不承認に係る処分理由等のうち
前記各部分について埋立法の要件にそくした実体
判断（裁量権の逸脱・濫用）13）を行ったと考えら
れる。そうすると、その結論はともかく 14）、原判
決は先の本件指示に係る裁決の拘束力問題とあわ
せて、少なくとも「地方公共団体の長本来の地位
の自主独立の尊重と、国の法定受託事務に係る適
正な確保との間の調和を図るという制度趣旨に基
づいて」関与取消訴訟における司法審査が行われ
るべきとする役割を「正しく」踏まえていた 15）。
他方で本判決の「理由」は一般的かつ極めて形式
的で不十分であり、従前からの是正の指示に関す
る先例に比して（も）実体的な判断を放棄してい
るに等しい。
　大臣による是正の指示について、法令違反の状
態にしなければ地自法245条の7第1項にいう「法
令の規定に違反している」ことになるという「背
理」16）を生じさせないという意味でも、本判決で
の実体的な司法判断は不可避であったと考えられ
る。令和 4年最判同様、今後の是正の指示一般
にその「理由」が及ぶ可能性を残した点でも厳し
い批判を免れない。

　三　本判決後の経過――国による代執行訴訟の
　　　提起と審理
　Ｙは本件に係る工事の遅延が国の安全保障と普
天間飛行場の固定化に関わり、本件変更不承認の
状態が放置されれば著しく公益を害するとして、
即日結審で速やかな承認を命令する判決を出すべ
きと主張し、Ｘに対し本判決の判決文の送達を受
けた翌日から 3日以内の承認を求めた。これに対
しＸは「期限までに承認を行うことは困難」とし
て、令和 5年 10 月 4 日に本件指示に従わない姿
勢を表明した。これを受けてＹは、翌 10 月 5 日
に代執行訴訟（地自法 245 条の 8 第 3 項）を福岡
高裁那覇支部に提起した。
　令和 5年 10 月 30 日に福岡高裁那覇支部にお
いて口頭弁論が行われ、即日結審となっている（判
決言い渡しは未定）。
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有の資格』と『対等性』」法時 87 巻 12 号 39 頁も参照。
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